
 

 

１ 危険物施設の規制 

ガソリン、灯油など「消防法」で定め

られている危険物を指定数量以上貯蔵し、

又は取り扱う施設を新たに設けたり、そ

の位置、構造、設備を変更しようとする

場合は、市町村長等の許可を受けるとと

もに、工事が完了したときには、市町村

長等が行う完成検査を受けなければなり

ません。また、貯蔵し、又は取り扱う危

険物の種類や数量を変更しようとする場

合も、市町村長等に届け出ることになっ

ています。（東京消防庁管内では、消防

総監がこれらの事務を行っています。） 

東京消防庁では、これらの許可申請や

届出に対する審査・検査を通じて、危険

物施設の安全を確保しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区     分 施 設 数 

製   造   所 75 か所 

貯 
 

蔵 
 

所 

屋    内 貯 蔵 所 1,762 か所 

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 371 か所 

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所 1,147 か所 

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所 2,911 か所 

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所 8 か所 

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 1,585 か所 

屋    外 貯 蔵 所 169 か所 

取 

扱 

所 

給油取扱所 
営 業 用 1,102 か所 

自 家 用 649 か所 

販 売 取 扱 所 325 か所 

移 送 取 扱 所 13 か所 

一 般 取 扱 所 2,514 か所 

合       計 12,631 か所 

（注）1 一般取扱所とは、ボイラー設備や塗装工場などで指定数量以上の危険物の消

費、吹付けなどを行うものをいう。 

  2 危険物施設の現況には、島しょ地域の施設数を含む。
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２ 危険物施設の保安管理 

危険物施設における事故原因をみると、

維持管理不十分、操作確認不十分等の人

的要因や劣化（腐食、疲労等）、破損等

の物的要因などから発生しています。こ

のような中、地下タンクの流出事故防止 

対策等を主な内容とする危険物の規制に

関する規則等の一部改正（平成23年2月1

日施行）を受け、地下タンクに対し、ガ

ラス繊維強化プラスチックによる内面ラ

イニングや電気防食等の措置を講ずるよ

う推進しています。 

「消防法」では、危険物施設の安全を

確保するため、｢危険物取扱者｣による危

険物の取扱いや施設規模等に応じて「危

険物保安統括管理者」「危険物保安監督

者」「危険物施設保安員」による危険物

取扱作業の管理・監督、施設の維持・管

理等の保安業務の実施を義務付けていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

物　
　

的　
　

規　
　

制
法　

令　

規　

制

消　
　
　

防　
　
　

機　
　
　

関

事　
　
　
　
　

業
　
　
　
　
　

所

人　
　
　

的　
　
　

規　
　
　

制

危険物施設の設置・変更

届　　　　出

予　　防　　規　　程

許可申請

許可・完成検査

・危険物施設の譲渡・引渡し
・危険物の種類・数量・指定
　数量の倍数の変更届
・危険物施設の廃止
　　　　現況把握

保安対策指導

認可申請
認　　　可

制定

選任

危険物
施設保安員

届
出

選
任

危険物保安統括管理者
　　　　 （指示）

危険物保安監督者
　　　　 （指示・監督）

危険物取扱者
　　 （立会い・指示）

　　危険物取扱作業者

（危険物取扱いの資格を有しない者）

従業員教育

自主点検

　定期点検
（法定点検）

自
主
保
安
管
理
体
制

（危険物取扱者免状を有しない者）
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３ 危険物施設における地震対策の推進 

大規模な地震に備え、危険物施設の構

造や設備について、耐震性を増すなどの

ハード面の対策に加え、地震発生時にお

ける施設の点検、応急措置等に関するソ

フト面の対策を指導するなどして、地震

対策を推進しています。 

 

４ 大規模危険物事業所の共同防災体制 

東京都では、危険物を大量に貯蔵し、

又は取り扱う施設が港湾、河川の沿岸部 

に集中しています。これらの大規模危険

物事業所で事故が発生した場合は、一つ

の事業所内に止まらず被害が拡大する危

険性があることから、事業所はもとより

地域全体の防災体制についても考慮して

おかなければなりません。このため、都

内には35の大規模危険物事業所による

｢東京危険物災害相互応援協議会｣が組織

されており、事故発生時に消火薬剤や防

災資器材等を相互で応援する共同防災体

制が整備されています。東京消防庁では、

この協議会と覚書を締結し、協議会が実

施する災害対応能力の向上及び自主保安

管理体制の充実に向けた各種活動を積極

的に支援しています。 

 

 

 

 

 

 

５ 少量危険物又は指定可燃物の火災予防 

少量危険物貯蔵取扱所又は指定可燃物

貯蔵取扱所を設置しようとする場合には、

火災予防条例に基づき、10日前までに設

置場所周囲の状況、建築物、工作物及び

設備機器の構造等について所轄消防署長

に届け出て検査を受けることを義務づけ

ています。この制度を通じて、これらの

施設に対する火災予防対策の指導を推進

しています。 

 

６ 水素社会の実現に向けた危険物施設

の安全対策 

東京都では、2020年の東京オリンピッ

ク・パラリンピックレガシーとして、環

境にやさしい水素エネルギーの利用を進

めており、この取組の一つとして、圧縮

水素充塡設備（水素ステーション）の整

備を推進しています。東京消防庁では、

今後、増大が予想される圧縮水素充塡設

備設置給油取扱所に対する施設の安全対

策の指導を推進していきます。 
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１ 都市ガスの保安対策 

超高層建築物や地下街などにおける都

市ガスに起因する爆発事故などを未然に

防止するため、昭和54年3月「超高層建築

物における人命安全対策」及び「地下街

の消防対策」についての火災予防審議会

の答申を踏まえ、ガス事業者に対して都

市ガス施設の安全対策として、ガス漏れ

警報器及び緊急遮断装置の設備などにつ

いての指導を行ってきました。 

その後、昭和55年8月16日、静岡駅前

ゴールデン街のガス爆発火災を教訓とし

て、昭和56年1月「消防法施行令」が改正

され、地下街等には消防用設備等の一つ

としてガス漏れ火災警報設備が、また、

ガス事業関係法令も改正され、特定地下

街などに緊急遮断装置などの設備がそれ

ぞれ義務付けられるなど法制面の強化が

図られました。  

また、地下街などにおける都市ガス漏

えい時の自主防火管理体制の確立に努め

ています。 

 

２ 可燃性天然ガスの保安対策 

平成19年6月19日、東京都渋谷区の温泉

汲み上げ施設において爆発火災が発生し

ました。これを踏まえ、平成20年7月「消

防法施行令」が改正され、温泉汲み上げ

施設に対してガス漏れ火災警報設備の設

置が義務付けられるなど法制面の強化が

図られました。 

 

３ 液化石油ガスに対する消防の関与 

「液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律」により、3,000kg

以上の液化石油ガスを貯蔵するための貯

蔵施設又は特定供給設備の設置に係る都

道府県知事の許可を受けようとする者は、

許可申請にあたって、消防長又は消防署

長の意見書を添付することとなっていま

す。また、経済産業大臣又は都道府県知

事は、許可等を行ったときには、消防庁

長官又は消防長にその旨の通報をするこ

ととされています。 

一方、消防庁長官又は消防長は、液化

石油ガス販売事業者の液化石油ガスの貯

蔵施設供給設備若しくは充てん設備又は

販売若しくは充てんの方法が基準に適合

しない場合、その他、災害の予防のため

特に必要であると認める場合は、都道府

県知事に対し必要な措置をとるべきこと

を要請するなど、保安面について関与し

ています。 

 

４ 高圧ガス、毒物・劇物等の届出 

圧縮ガス、液化ガス、放射性同位元素、

毒物・劇物などを貯蔵し、又は取扱う事

業所においては、火災が発生した場合に

地域住民や消防隊に危険を及ぼすことか

ら、「消防法」又は「火災予防条例」によ

りあらかじめ品名、数量や貯蔵、取扱い

に関する必要な事項について届け出なけ

ればならないことになっています。 

 

都市ガス及び液化石油ガス
等の保安対策 

４—７ 


